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指定管理者評価シート

事業名 所管課（電話番号）

１　施設の概要

名称 所在地

開設時期 延床面積

目的

事業概要

主要施設

名称 所在地

開設時期 延床面積

目的

事業概要

主要施設

名称 所在地

開設時期 延床面積

目的

事業概要

主要施設

２　指定管理者

名称

指定期間

募集方法

指定単位

業務の範囲

３　評価単位

項　目 実施状況
指定管理者
の自己評価

所管局の評価

1　業務の要求水準達成度

札幌市健康づくりセンター運営管理費

札幌市中央健康づくりセンター 中央区南3条西11丁目

平成5年9月 2,438.02㎡

市民の健康増進

健康増進事業、運動指導事業、健康増進に関する情報の収集・提供、その他

健康度測定フロア、運動フロア

東区北10条東7丁目

昭和62年4月 846.80㎡

市民の健康増進

健康増進事業、運動指導事業、健康増進に関する情報の収集・提供、その他

運動フロア

札幌市西健康づくりセンター 西区八軒1条西1丁目

平成12年12月 2,360.10㎡

市民の健康増進

健康増進事業、運動指導事業、健康増進に関する情報の収集・提供、その他

運動フロア、体力測定室、ウォーキングデッキ、運動スタジオ

一般財団法人札幌市スポーツ協会

令和5年4月1日～令和10年3月31日

公募

施設数：3施設

複数施設を一括指定の場合、その理由：提供サービスの均一化とスケールメリットによる効率的運営のため、一括公募とし
た。　

施設運営及び管理業務、健康増進事業、運動指導事業、健康増進に関する情報の収集・提供、その他の事業、施設の使
用承認、利用料金の収受等

施設数：3施設

複数施設を一括評価の場合、その理由：施設単位で評価しても大きな差異が生じないことから、指定単位での一括評価と
したもの。

（１）統括管
理業務

▽　管理運営に係る基本方針の策定 指定期間３年度目となる令和７年
度においても、これまでの経験や
管理運営のノウハウを十分に活用
しながら、施設の設置目的を踏ま
えたうえで、各指定管理業務を推
進するための明確な４つの基本方
針に基づき、継続して各取組を推
進した。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

▼　施設の設置目的や札幌市健康づくり基本計画「健康さっ
ぽろ21（第三次）」をはじめ、社会を取り巻く環境の変化、お
客様からのご意見などを踏まえ、健康づくりセンターの役割
や機能を最大限に発揮するとともに、市民の健康づくりを推
進するうえで、以下のとおり４つの基本方針を定め、それぞ
れの事業目標の達成に向けて取組みを推進した。
「健康づくりの拠点施設として存在意義の強化」
「重視する対象者への支援拡大」
「適正な施設運営とサービス水準の向上」
「市民や地域の自主活動の支援強化」

管理運営に関する基
本方策を策定し、適切
に運営が行われてい
るとともに、すべての
利用者に対し、安全・
安心に施設利用がで
きるように、よりよい
サービス向上にも努め
ている。

保健福祉局ウェルネス推進部ウェルネス推進課（211-3511）

札幌市東健康づくりセンター                        

Ⅰ　基本情報

Ⅱ　令和7年度管理業務等の検証
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▽　平等利用に係る方針等の策定と取組実績 障がいのある方への配慮などに
ついては、研修などで職員の意識
向上を図るとともに、SNSを活用し
て広く教室受講者を募るなど、子
どもから高齢者、障がいのある方
など全ての市民に対し、不当な差
別的行為を発生させない環境づく
りの整備に取組んだ。

平等利用に係る取組
では、障がい者等対
応研修や接客・接遇
に関するOJTなどを行
うことにより、職員の
知識と意識向上を図っ
ているほか、子どもか
ら高齢者、障がいのあ
る方など全ての市民
に対し、不当な差別的
行為を発生させない
環境づくりの整備に取
り組んでいる。

環境配慮について
は、札幌市が推進す
る環境配慮の政策に
組織的に取り組むとと
もにリサイクルや、ＣＯ
２削減にも努めてい
る。

教育機関と連携したイ
ンターンシップや職場
体験学習について、
近隣小学校などの施
設見学を受け入れて
いるほか、プロスポー
ツチームとの協働イベ
ントやスポーツボラン
ティアへの参画等、幅
広い連携や社会貢献
を行っており、要求水
準以上に関係機関と
の良好な関係を構築
している。

▼　「公共サービス従事者の基本原則である人権尊重と公
平性の理念及び施設の設置目的・位置づけや関係条例など
について、管理運営に携わる職員及び委託事業者などの全
てのスタッフが理解し、適切な運用を行う体制を整えます。」
という方針に基づき、研修などを通じて職員の意識向上を
図った。

▼　施設利用の障がい者等対応研修、接客・接遇に関する
OJTなどで、不当な差別的行為が発生しない体制づくりに取
組んだ。

▼　障がいのある方に対する接遇の姿勢や個別の場面にお
いて適切な対応・判断をするための指標となる「障がいのあ
る方への配慮のガイドライン」を策定・運用し、障害者差別解
消法に適切に対応した。

▼　各施設の利用受付、使用の承認・不承認、利用料金の
収受、還付などに関する事務手続きは、札幌市健康づくりセ
ンター条例、同施行規則の他、札幌市健康づくりセンター使
用料減免要領などに準拠して公平に行った。

▼　子どもから高齢者、障がいのある方など全ての利用者に
利用しやすい空間の確保や施設の利用方法、機器の使い
方を分かりやすく案内するため、筆談具やコミュニケーション
支援ボードなどを配置し、コミュニケーションのバリアフリーを
推進した。公式ホームページにおいては、外国語自動翻訳
サービスを提供し、外国人が利用しやすい情報の提供を行っ
た。

▼　自主事業において開催している健康講座や運動教室等
への参加は、広く募集を行い、厳正な抽選により決定するこ
とで、均等な機会を確保した。

▼　施設の利用方法や事業の開催について、案内チラシや
当協会ホームページ、協会公式LINEやInstagram等のSNSを
積極的に活用するとともに、広報さっぽろやテレビ、ラジオに
も積極的に情報を提供し、広く・平等に周知を行った。

▽　地球温暖化対策及び環境配慮の推進 札幌市が推進する環境配慮の施
策に協会全体で環境マネジメント
システムに準じた消耗品の指定
品を定めるなど協会全体で日常的
に環境配慮に取組んだ。

▼　札幌市などが推進する取組に参画し、各種取組を行っ
た。
・「生物多様性さっぽろ応援宣言企業・団体」への登録継続
・さっぽろエコスタイル（クールビズ・ウォームビズ）の継続実
施
・北海道グリーン・ビズ認定制度の「優良な取組」部門「さっ
ぽろエコメンバー登録制度」レベル3に登録継続

▼　自動販売機設置業者一元化により、商品補充・運搬の
効率化を図るとともに、省エネ・ノンフロン環境対策の機器を
設置し、CO2の削減を行なった。（中央センター・西センター）

▼　施設で使用する清掃溶剤などは揮発性有機化合物の少
ない製品を使用するよう仕様書に示し、徹底した。（西セン
ター）

▼　OA機器の節電設定/間引き節電/照明設備のLED化/人
感センサー設置自動販売機は環境配慮型(LED照明・ノンフ
ロンヒートポンプ・ディスプレイ節電)を設置／リサイクルトナー
カートリッジの使用／封筒の再利用／使用済ペーパーの裏
面再利用の徹底と古紙回収を積極的に活用した。

▽　受動喫煙防止対策の推進　

▼　札幌市受動喫煙防止対策ハンドブックにおける、札幌市
健康づくり基本計画「健康さっぽろ21（第三次）」や健康増進
法などの受動喫煙に関する法令を順守し、受動喫煙防止対
策の推進を図った。
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▼　禁煙支援プログラムや呼気一酸化炭素濃度チェック検査
を自主事業で実施している。健康度測定受診後の保健指導
などにおいて、喫煙歴のある方に対し喫煙がもたらす健康被
害等への啓発活動も実施した。

▽　管理運営組織の確立（責任者の配置、組織整備、従事者
の確保・配置、人材育成）

管理運営業務計画書に基づき、
施設管理運営の経験・ノウハウを
持つ統括責任者のほか、経験豊
富な職員や必要とされる資格保
有者を適正に配置した。
また、正職員、パート職員を確保
するための採用事務を適正に行う
とともに、人材育成計画に基づく
多様な研修やOJT、職種に合わ
せた専門的な研修を実施し、各業
務を推進するための資質の向上
に取組んだ。

【責任者の配置】

▼　健康づくりセンターの指定管理業務を一元的に取まとめ
る統括責任者と併せて、中央センターと西センターに施設の
管理運営を推進する施設責任者（館長）を配置した。
　また、東センターは業務の効率化を図るため、西センター
の館長が施設責任者を兼務した。

▼　各責任者は、公の施設の管理運営に係る長年の実務経
験者を配し、公正な管理運営や施設環境の整備を行った。
施設責任者は、暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律第14条第1項に規定する「不当要求防止責任者」とし
て、施設の安全確保を徹底した。

【組織整備】

▼　施設には、統括責任者、施設責任者、医療部長のもと、
経験豊富な職員を適正数配置するとともに、清掃などの委託
事業者や委嘱指導員をスタッフの一員として編成し、実効性
の高い重層的な管理体制を構築した。併せて、札幌市の健
康づくり施策を総合的に推進する事務局各課が一体となり、
施設の管理運営、人材育成、職種別・階層別研修などを体
系的に実施し、強固な組織体制を保持した。

▼　各施設で職員の事務分掌を作成し、業務分担を明確化
した。

▼　統括責任者以下、職員の指揮命令系統を明確にしたう
えで業務にあたった。

▼　各施設で緊急連絡網を作成し、共有した。

【従業員の確保・配置】

▼　管理運営業務計画書のとおり職員を配置するため、正
職員（総合）採用試験を行い、内部職員から12名を採用し
た。また、正職員（職務限定）採用試験を行い、47名（うち内
部25名、外部22名）を採用し、各指定管理施設などに配置し
た。

▼　医師、保健師、看護師、管理栄養士、理学療法士、健康
運動指導士などの有資格者を適正に配置した。

▼　パートタイム職員に欠員が生じた場合は、事務局・各施
設の両方で募集を行い、面接により適時採用を行った。

▼　職員の配置数（単位：人）

区分 中央 東 西 計

医師 1 － － 1

統括責任者 1 1

館長 1 (1) 1 2

事務職員 2 （1） 1 3

運動指導職員 6 (2) 6 12

医療職員 3 － － 3

計　 14 （４） 8 22

※　（　）は西センターと兼務
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【人材育成】

▼　当協会の人材育成計画に基づく階層別研修プランを毎
年度策定し、各職位で必要と考えられる研修を習得した。ま
た、階層別研修で学んだ内容をもとに各施設のOJTに活かし
スキルを向上させ、OFF‐JTでは通信教育の活用を行い、特
定の専門知識を身につけた。

▼　令和7年度に実施または受講した特徴ある職員研修

新規採用正職員研修
コミュニケーション研修
認知症サポーター養成講座
ウェブアクセシビリティ研修
チームワーク研修
人材確保と定着のための戦略的アプローチ
教室事業研修
人材確保支援セミナー
後輩指導力の向上研修
健康づくり講演会
社会保険事務講習会
マネジメント・人材育成研修
人材の定着力向上・育成セミナー
年代別キャリアデザイン研修（３０歳代・４０歳代）
評価者研修
トレーニングの基礎知識研修
リーディング・エッジ・マネジメント・セミナー
ビジネスマナー研修
障がいのある方への対応研修
令和7年度「全国年金委員研修」
地域保健関係職員研修
２０２５年度春期・秋期全道栄養士研修
運動指導、自由参加プログラムに関する研修
体力測定に関する研修
特定保健指導に関する研修

▼　新型コロナウイルス感染症を契機として、拠点とする研
修会場と施設をオンラインで繋ぎ、研修や講座を実施するこ
とで、移動時間の削減などの業務効率化やリスク回避につ
ながることから継続実施をしている。

▽　管理水準の維持向上に向けた取組 施設の管理運営業務にあたって
は、利用者の安全と快適な利用、
効率性の視点から、業務の見直し
に取組み、利用者のニーズや職
員の気づき、各種点検の結果など
によって見直しが必要となった業
務や課題に対して組織的に解決
にあたる体制を整備した。
また、他の管理グループと情報共
有が図れるような階層での会議や
PCネットワークでの情報共有がで
きる環境を整備し、課題解決に向
けた協議・検討に取組んだ。

▼　日常業務において、朝礼などの実施、業務日誌の作成
により、施設内職員やグループ内職員間の円滑な報告及び
情報共有の徹底を図った。

▼　事務局本部会議、課長以上会議、健康づくりセンターグ
ループ会議などを定期的に開催し、施設運営上の共通課題
の認識と、解決方法の協議及び情報の共有化を図った。

▼　各施設では、施設責任者（館長）が利用者の安全と快適
な利用、効率性の視点から改善の意識を持って管理運営業
務にあたることをOJTなどで教育し、PDCAサイクルによる業
務の見直しと改善、情報の共有を徹底し業務水準の維持向
上に努めた。

【通信研修】
図解とイラストで学ぶマーケティング
速習！大人のペン字
任せる心得・任せるコツ
１からはじめるITリテラシー超入門
EXCELマクロ＆VBA入門
Outlook徹底活用術（2021対応）
情報分析力を鍛える
はじめて学ぶ会社の数字
「AIをビジネスに活かす」～活用メリットからリスク対応まで～
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▼　当協会の作成する「事故対応マニュアル」において、事
故原因や傾向などをスタッフに周知することにより、予見でき
る事故に対して、あらゆる防止措置を講じ、利用者には運動
前の血圧測定による体調チェックの実施や注意喚起を徹底
して行った。
また、各施設で起きた事故については事故報告書を作成し
て当協会内のPCネットワークにて情報を共有し、同様の事
故防止に努めた。

▼　他の指定管理グループの責任者や職員と積極的に情報
共有を図ることで、組織的に、札幌市の公の健康づくり・ス
ポーツ施設の管理運営と市民の健康づくり活動・スポーツの
推進に取組んだ。

▼　文書管理機能のワークフローを活用して、事故報告書な
どを共有し、各施設でのリスクマネジメントに役立てて、各施
設の管理水準の向上に努めた。

▼　グループ特有業務の標準化（統一化）や、大規模災害や
職員の感染症感染による施設運営のリスク管理体制の構築
のため作成した、管理作業マニュアルについて、研修等によ
り職員に周知徹底を図ることにより、各施設の管理水準の維
持向上に努めた。

▽　第三者に対する委託業務等の管理（業務の適正確保、受
託者への適切監督、履行確認）

委託事業者への指示命令系統を
明確化し、連絡体制を整備すると
ともに、直接の立会い検査だけで
はなく、作業報告書や写真などに
より、適正に履行の検査・確認を
行った。

▼　清掃業務、設備の保守管理業務、法定に基づく各種点
検業務などを第三者に委託した。
また、継続的な契約により経費の削減、事務の軽減が見込
まれる業務は複数年の契約を締結した。

▼　業務が適正に履行されるよう、適時、立ち合い検査や作
業報告書や作業写真などにより適正な履行検査・確認を
行った。

▼　委託事業者には、従事する労働者の法令遵守状況とそ
の取組、及び従事する労働者の賃金、労働時間、各種保険
の加入状況、健康診断の実施状況などの調査要請と確認を
行った。

▼　各施設の館長（施設責任者）は、委託事業者への指示
命令系統を明確化し、連絡体制を整備した。

▼　「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」お
よび「暴排条例」などに則り、契約書に「暴力排除条項」「契
約解除条項」を記載し、反社会勢力との関係排除を徹底し
た。

運営協議会を年4回開催し、各施
設の利用状況や団体の取組状況
を四半期ごとに報告、札幌市と管
理運営上の課題整理や意見交換
などを行うことで、管理水準の維
持向上を図る場とした。
また、医療機関や地域団体、教育
機関などの多様な関係団体と連
携を密にすることで、業務の幅の
拡大を図るとともに、社会貢献活
動にも積極的に取組んだ。

▼　運営協議会の開催状況は下表のとおり

開催回 協議・報告内容

第１回
６月18日

①令和６年度年間の実績報告
②指定管理運営に係る業務報告
・重視する対象者の利用状況について
・利用促進事業の利用状況について
・その他の取組みについて
③事務局からの報告
・理事会、評議員会の開催について
・職員の採用状況について
・内部監査、研修について
・ウェブアクセシビリティについて
・熱中症予防対策について
・条例改定に伴う利用料改定について
・中央健康づくりセンターの再開について

▽　札幌市及び関係機関との連絡調整（運営協議会等の開催）
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第２回
８月６日

①令和７年度第１四半期の実績報告
②指定管理運営に係る業務報告
・重視する対象者の利用状況について
・利用促進事業の利用状況について
・その他の取り組みについて
③事務局からの報告
・理事会、評議員会の開催について
・職員の採用状況について
・熱中症警戒アラート発令時の対応につ
いて

第３回
10月15日

①令和７年度第２四半期の実績報告
②指定管理運営に係る業務報告
・重視する対象者の利用状況について
・利用促進事業の利用状況について
・その他の取組みについて
③事務局からの報告
・理事会の開催について
・職員採用試験について
・ストレスチェックの実施について
・内部監査について
・中央健康づくりセンターの防火管理者配
置について
・西健康づくりセンターの休館について
・満足度調査について
・年末年始について

第４回
２月18日

＜協議会メンバー＞

・札幌市保健福祉局ウェルネス推進課（調整担当係長、担
当職員）
・健康づくりセンター（館長）
・協会事務局（企画推進係長他）

▼　令和7年4月1日から条例改正（利用料改定等）により利
用料金が変更となったが、事前に市関係部署と綿密な調整
を行い対応したことにより、大きなトラブルもなく、利用者のス
ムーズな施設利用につながった。

▼　施設の管理運営に係る重要案件については、協定書に
基づき、所管部局を通して札幌市へ適正に報告・連絡・相談
を行った。

▼　市民のウェルネスおよび健康寿命の延伸を目指し、企
業・団体・大学の実務者が協働して健康意識の醸成や行動
促進に取り組む「札幌市ウェルネス推進会議」に出席した。

▼　札幌市が実施する「東健康づくりセンター利用者アン
ケート」に協力し、職員が対応した。

①令和７年度第３四半期の実績報告
②指定管理運営に係る業務報告
・重視する対象者の利用状況について
・利用促進事業の利用状況について
・その他の取組みについて
③事務局からの報告
・理事会の開催について
・職員採用試験、転任試験について

▼　医療機関などの関係団体と連携し重視する対象者の利
用促進を目的に、対象者の紹介（診療情報などの情報提
供）を受け、継続した情報共有を行うなどして、利用促進事
業を推進した。

▼　各施設は町内会へ加入し、より密着した地域活動を推
進した。
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▼　札幌市立大学など教育機関と連携したインターンシップ
や職場体験学習を積極的に受入れた（4校42名）
また、近隣小学校などの施設見学も積極的に受入れ、地域
活動に寄与した。（1,057名）

▼　プロスポネットSAPPOROの「北海道コンサドーレ札幌」、
「北海道日本ハムファイターズ」、「レバンガ北海道」、「エス
ポラーダ北海道」や「北海道イエロースターズ」などのプロ
チーム・トップチームの活動を当協会全体で支援するととも
に、協働イベントや教室などの開催を通じて、子ども達と選手
が触れ合う機会の創出に寄与した。

▼　高等教育機関や専門機関、関係団体などと連携、協働
体制を構築し、スポーツ事業の企画立案や専門性の高い運
動プログラムの開発と提供を行った。
【連携、協働内容】
・北翔大学との「事業連携に関する協定」継続（スポーツボラ
ンティアの実習等）
・スポーツボランティアネットワークへの参画
・日本公共スポーツ施策推進協議会への参画
・一般社団法人幼少年体育指導士会と連携した「幼少年体
育指導士認定講座」の開催（対面及びオンライン開催）

▼　加盟競技団体との連絡調整
加盟競技団体（53団体）における各種事業への助成にあた
り、適時、事業内容及び決算状況等の確認を実施したほ
か、指導者を対象とした講習会を開催し、健全な団体活動の
一助となる様、適切な対応を行った。

▼　スポーツ少年団との連絡調整
各種交流事業の開催や、顕彰・表彰の推薦等、北海道ス
ポーツ少年団及び札幌市からの通知について、札幌市ス
ポーツ少年団専門部並びに単位団へ随時、情報共有を行っ
たほか、指導者・母集団に対して研修会を開催することで、
適切な活動を促した。

▼　その他関係団体を通じた社会貢献等の取組

①　地域の防犯活動
西センターは、八軒まちづくり協議会全体会にて八軒地区の
防犯パトロールや高齢者の見守りなどについて情報を共有し
ながら、地域における防犯活動を推進した。
また、札幌市地域安全サポーターズに登録し、各施設が子
ども110番のエリアとなり、地域の防犯活動を行った。

②　さぽーとほっと基金への登録
札幌市内の町内会やボランティア団体を助成するためのさ
ぽーとほっと基金に寄付を行い、札幌のまちづくり活動を支
える活動に協力した。

③　地域への安全なスポーツ環境の提供
札幌市消防局の推進するさっぽろ救急サポーター事業に協
力し、応急手当のできる職員を配置し、施設内及び地域の
安全・安心な環境づくりに協力した。

④　各種募金への協力
社会貢献や地域支援などを目的として、施設利用者及び関
係機関と連携し、各種募金に協力した。
【協会全体】
・盲導犬育成支援募金（157,976円／累計1,976,770円）
・赤い羽根募金（2,951円）
・能登半島地震災害義援金（129,931円）

▼　指定管理者の表示
書類の他、利用時間割、各種事業の募集要項をはじめとす
る配布物にも市民がわかりやすいよう指定管理者の表示を
行った。
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▽　財務（資金管理、現金の適正管理） 現金の取扱いに関する規程や規
則、マニュアルを整備し、適正な
処理を行うことで不祥事を未然に
防止する体制を強化している。
また、公認会計士などの専門的
見地から確認を行うことで適正か
つ健全な資金管理、財務処理を
行っている。

▼　現金などの取扱いについては、現金等取扱規程となる
当協会の財務会計規程、財務会計規程運用規則、物品取
扱要領と併せて現金取扱マニュアルを整備した。　

▼　現金取扱マニュアルに記載されている内容の徹底を図
り、不祥事を未然に防ぐ体制を強化している。
併せて、懲戒処分細則に不祥事に対する罰則規定を定め、
厳格な管理に継続して取り組んでいる。

▼　税理士や公認会計士からの助言と定期的な検査・監査
を受け、高い透明性とコンプライアンスを確保した。
・顧問税理士により、毎月、会計帳簿・財務諸表などを検査
・公認会計士により、年3回、監査
・当協会監事による決算時の監査
・札幌市により、年2回、財務検査

▽　要望・苦情対応 要望・苦情に対しては迅速に回答
ができるよう、受付窓口を明確化
するなど体制を整備し、理解が得
られるよう丁寧に対応した。

▼　要望・苦情については「お客様の要望対応マニュアル」
を整備し、継続して職員に周知した。

▼　施設に直接寄せられた要望・苦情は施設責任者が担当
窓口となり、その内容に応じて必要な対応を行った。
また、グループウェアや業務日誌による一元化した情報共有
を行い、引継ぎを行うとともに、早期の業務改善に反映した。

▼　ホームページのお問合せフォームから各施設担当者の
グループウェアに直接お問合せメールが送信されるシステム
を活用し、全てのお問合せに対し７日以内に回答した。

▼　札幌市の判断を要するものは、速やかに報告・相談し、
連携を図りながら対応にあたった。

札幌市が示すチェックリストによる
業務・財務検査の実施などにより
適正な業務を確保することともに、
市民から寄せられた意見などを業
務改善に役立てた。

▼　管理運営業務に関する記録や帳簿類は、年度ごとに適
切に整備し、仕様書に定められた期間及び当協会の規程に
則り、適正に管理・保管した。

▼　メールで寄せられた要望・苦情は「要望」、「意見」、「苦
情」、「問合せ」に分類し、グループウェアで情報を共有し、業
務改善に役立てた。

▼　札幌市が示すチェックリストにより、業務・財務に関する
自己チェックを２回実施した。

▼　当協会が定める定款及び財務会計規程、財務会計規程
運用規則の他、各種法令、公益法人会計基準などに準拠
し、指定管理業務、自主事業に区分して適正に資金管理を
行っている。

▼　施設内にご意見箱を設置し、寄せられた要望・苦情に対
する回答は、迅速に館内掲示した。

▽　記録・モニタリング・報告・評価（記録、セルフモニタリング
の実施、事業報告、札幌市の検査等への対応、自己評価の実
施）
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▼　コンプライアンスやガバナンス、利用者サービスと業務の
改善を目的としたセルフモニタリングを実施した。
①コンプライアンス委員会により、特定個人情報の取扱状況
及びガバナンス状況の確認と評価を行った。
②リスク管理委員会を2回、部会を4回開催し、内部リスク抽
出、事故防止につなげた。
③外部監査（監査法人会計監査3回、税務監査11回実施）
④利用者のご意見などを記載する専用カードと回収箱の常
時設置による要望などの収集
⑤当協会ホームページのご意見メールの機能による市民か
らの要望などの収集
⑥大会・イベント等参加者に対する事業内容の検証とプログ
ラムサービスの改善に関するニーズ・意見の収集（事業の実
施時間の変更など）

▼　施設の利用状況・利用料金収入状況に関する毎月の報
告の他、修繕完了時の報告、事故発生時の報告を適時行っ
た。また、事業年度終了に伴う管理運営業務の実施状況な
どの事業報告を行った。

（２）労働関
係法令遵
守、雇用環
境維持向上

▽　労働関係法令遵守、雇用環境維持向上(事故の有無など
の安全衛生面を含む)

札幌市ワーク・ライフ・バランスplus
企業（ステップ３）として認証を受
けているほか、労働安全衛生委
員会や労働安全衛生懇談会など
で職場巡視チェックをするなど、職
場環境の改善を推進した。ワー
ク・ライフ・バランスの推進の取組
みとして、育児休業や短時間制度
については法定を上回る制度を構
築している。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

労働関係法令の遵守
や就業規則などの関
係規定を整備するほ
か、職員の福利厚生
やワークライフバラン
スの推進にも取り組ん
でいる。
また、最低賃金を上回
る時給の支給をはじ
め、育児休業や短時
間制度については法
定を上回る制度を構
築しており、雇用環境
の改善に努めている
ため評価できる。

▼　施設で働く職員に対し、指定管理者の申込時に提案し
た収支計画書に記載した最低の時給を上回り、かつ最低賃
金1,075円（令和7年10月4日発効）を上回る時給を支給し
た。

▼　労働基準法第36条に基づき「時間外労働及び休日労働
に関する協定（36協定）」を締結（更新）し、時間外労働の上
限は原則として月45 時間・年360 時間とし、臨時的な特別
の事情があり、時間外労働の上限を超えることが予想される
施設については、施設・課ごとに特別条項を設定し、所轄労
働基準監督署への届出を行った。

▼　労働者災害補償保険法に基づき、全ての労働者は労災
保険に、条件を満たす労働者は雇用保険に加入した。
また、労働安全衛生法に基づき、労働者が50人以上の施設
には、労働安全衛生委員会、50人以下の施設には労働安
全衛生懇談会を設置し、定期的に会議を行うとともに、リスク
アセスメントの観点から職場巡視チェックを実施するなど、労
働災害の防止と、職場環境の改善を推し進めた。

▼　労働安全衛生法に基づき、雇入れ時に、健康診断を実
施するとともに、1年に1回定期健康診断を実施した。
また、職員の健康管理のため、内科医及び心療内科医を産
業医として選任するとともに、ストレスチェック制度実施規程
に基づき、職員数が50人未満の事業場の職員に対してもス
トレスチェックを実施するなど、職員の健康管理に適正に対
応した。

▼　労働基準監督署からの行政指導を受けなかった。

▼　育児休業については法定を上回る3歳に満たない子まで
取得が可能であり、育児短時間勤務制度についても法定を
上回る小学校就学前の子まで取得が可能な制度としてい
る。

▼　正職員を新たに雇用する際、現在の有期雇用職員から
希望者を募り、内部登用試験を実施した。その結果、当協会
全体で有期雇用職員25名を正職員に転換した。

▼　厚生年金保険法及び健康保険法に基づき、労働者の勤
務形態、家族状況などに応じて厚生年金保険、健康保険に
適切に加入し、必要に応じて適切に届け出を行った。短時間
労働者に対する健康保険・厚生年金保険に関しては、条件
を満たす労働者全員が加入し、対応している。
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▼　高齢者等雇用の安定等に関する法律に基づき、定年（
60歳）退職後に、希望者全員を65歳まで継続雇用し、高齢
者の雇用を促進した。

▼　子の看護等休暇で感染症に伴う学校閉鎖や入園（入
学）式、卒園（卒業）式への参加でも取得可能とするように制
度を拡大した。

▼　委託事業者に従事する労働者の労働環境維持向上の
ため、札幌市の「雇用環境調査」に伴う賃金、労働時間・条
件、各種保険への加入、健康診断の有無などの調査要請と
確認を行った。

（3）施設・
設備等の維
持管理業務

▽　総括的事項（利用者の安全確保、市民サービス向上への
配慮、連絡体制確保、保険加入）

各種マニュアルの整備や専門的
な資格を有する職員の配置を行う
とともに、要求水準以上の各種補
償体制を整備した。
また、中央・西センターが工事休
館であっても、利用者の健康づくり
活動を継続して支援できるように、
中島体育センターと西区体育館と
調整し、健康サポート教室を継続
実施することで市民サービスの維
持を図った。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

利用者の安全確保、
市民サービス向上へ
の配慮について、積
極的な取組を行い、適
宜対策を講じている。
　
中央センターの再開
に向けて、中央セン
ターの診療所開設再
開届と西センターの診
療所廃止届の申請を
行うなど各種手続きに
ついて滞りなく行って
いる。
また、西センターの休
館に伴い、西区体育
館で健康づくりセン
ター職員による健康サ
ポート教室と外部委託
指導員による運動教
室を実施している。

また、防災では、他の
フロアの管理部局と連
携しながら対応してい
ることから評価でき
る。

▼　各施設の拾得物については、特例施設占有者として定
められた期間内に所轄警察署へ届出を行った他、「拾得物・
遺失物の取扱マニュアル」を策定し、適切に取扱った。

▼　医師をはじめ、保健師、看護師、管理栄養士、理学療法
士、健康運動指導士、防火管理者、普通救命講習修了者、
応急手当普及員、サービス介助基礎修了者、認知症サポー
ターなどの専門資格者を配置した。
併せて、各資格保有者が中心となり、救急救命講習や事故
対応シミュレーション研修など、各種研修を継続的に実施
し、利用者の安全確保と適切な施設の管理運営を行った。

▼　中央センターの工事休館に伴い、健診受診者が継続し
て受診できるように西センターで健康度測定や各種健康診
査を実施するため、医療法で定める診療所開設許可などを
継続して取得した。
また、中央センターの再開にあわせて、中央センターの診療
所開設再開届と西センターの診療所廃止届の申請を行っ
た。

▼　工事休館により、健康サポート教室受講者の健康づくり
活動機会が途切れないように、各センタ－と同区の体育館と
調整し、健康サポート教室と外部委託指導員による運動教
室を実施した。
・中央センター休館時の実施場所：中島体育センター
・西センター休館時の実施場所：西区体育館

▼　中央センター再開に向けて、職員が4階ロビーのカーペッ
ト張替やロッカー塗装を実施し、館内の美化の努めた。

▼　障がい者の雇用の促進等に関する法律に基づき、障が
い者の雇用促進を積極的に取り組み、法定雇用率2.5％を上
回る3.26％の雇用率となった。
障がいの有無の関わらず働きやすい環境を作るように取り組
んだ。

▼　管理運営マニュアル、事故対応マニュアル、災害対応マ
ニュアルなど各業務に沿ったマニュアルの整備・見直しを行
い、施設内で共有を図るとともに施設の設備状況に合わせ
た巡回点検表を活用し、異常の有無を確認するなど、継続的
な安全確保とサービス水準の向上を図った。
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▽　施設・設備等の維持管理（清掃、警備、保守点検、修繕、
備品管理、駐車場管理、緑地管理等）

第三者へ委託する業務について
は、指定管理業務開始時におけ
る札幌市への申請に基づき適正
に委託を行った。
また、備品更新について、札幌市
と十分に協議のうえ、業務に支障
が生じないよう更新計画を立て、
利用者の安全確保とサービス向
上を図った。

▼　第三者へ委託する主な業務の内容

①清掃業務
管理業務仕様書で定める西センターで、毎日の日常清掃を
適正に実施し、館長（施設責任者）が履行確認を行うととも
に、職員による対応清掃も併せて実施した。
また、定期清掃を年３回実施し、事前に計画書で清掃箇所
や安全対策を確認をのうえ、各諸室の床洗浄、高所清掃、
照明・窓ガラス清掃を行った。

②廃棄物収集処理
各施設で産業廃棄物、健診事業を実施した中央・西センター
では感染症産業廃棄の処理を適正に行った。また、リサイク
ル可能な資源ゴミについては、西センターの敷地内に設置さ
れている札幌市リサイクルBOXを活用し札幌市に協力した。
なお、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、産業
廃棄物管理票に関する報告書を札幌市に提出した。

③保守点検業務
医療機器及びトレーニング機器の専門業者による保守及び
定期点検を実施し、正確な作動を維持するとともに、指摘箇
所の改善を行った。

④　フローリングスペースの維持保全
運動フロアのフローリングスペースの維持、保全を目的にウ
レタン塗布修繕を実施した。また、工事休館時期に実施する
ことで、再開後の利用日数確保に努めた。

▼　修繕　
医療機器及びトレーニング機器の修繕の他、衛生、音響設
備や事務機器など、市民の利用に支障が生じないよう緊急
度や破損の状況を考慮し、必要な初期対応を含めて実施し
た。

▼　備品管理
日常・定期点検、専門業者による保守点検、清掃などを実施
し、異常を早期発見するとともに、所要の性能を発揮できる
状態を維持した。
また、備品は、リストでデータ管理し新規購入による更新、破
損などによる廃棄などの情報を更新した。

▼　施設周辺の外構管理が必要となる西センターでは、利
用者及び歩行者の動線周辺の落ち葉清掃、ゴミ拾いを行
い、要求水準以上の環境美化を行った。

▼　施設賠償責任保険（交差責任担保特約の付加）、医師
賠償責任保険、運送保険に加入し、利用者及び職員への適
切な補償体制を整備した。
また、施設賠償責任保険における賠償額は、対人・対物とも
仕様書に示す基準補償額を大きく上回っている。（対人/1事
故4億円、1人1億円、対物/1事故5千万円）（対人/1事故2
億円、1人5千万円、対物/1事故500万円）確認
医師賠償責任保険についても仕様書に示す基準補償額を満
たしている。（医師/1事故1億円、身体/1名1億円、1事故5
億円、財物1事故１千万円）

▼　備品
年度当初に策定した備品購入計画に基づき、解析付き安静
時心電図やトレッドミルなどを購入し、札幌市へ寄付をした。
（12,540千円）
備品の更新時期を中央センター再開の5月にあわせること
で、利用者の利便性の向上を図った。
また、令和7年9月から西センターの工事休館となったことか
ら、3センターの備品配置を見直しを行い、配置変更を行っ
た。
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▽　防災 今年度から中央センターにも防火
管理者を配置し、庁舎の統括防火
管理者と連携を図ることで、各フロ
アの防火業務などについて確認
し、これまで以上に防災意識の向
上に努めた。
東センターでも東保健センターと
合同で訓練をおこない、連携強
化・防災意識向上に努めた。
また、災害時における対応をマ
ニュアル化し、役割分担などを明
確にすることで、緊急時対応に備
えるとともに、人事異動に伴う参
集施設の見直しも行った。

▼　当協会の災害発生時における適切な対応と業務分担な
どを定めた「災害対応マニュアル」に基づき、災害発生時に
おける迅速・的確な対応や被害の抑止・軽減などの体制を
整備した。
また、閉館後や休館日に災害が発生した場合に必要な連絡
体制を整備し、施設被害などの把握や迅速な情報伝達・管
理などを行う体制を整えた。　

▼　西センターは防火管理者を配置し、八軒まちづくりセン
ターの統括防火管理者と連携し、毎年合同で訓練を実施し
ている。しかしながら、今年度は工事休館の関係でタイミン
グが合わず合同訓練を実施することができなかった。

▼　中央センターは工事休館からの再開以降、札幌市との
協議に応じて防火管理者を配置し、統括防火管理者と連携
を図り、各フロアでの防火管理業務を行った。

▼　東センターでは、東保健センターと合同で訓練を実施し
た。

▼　ケガなどの発生を想定した事故対応シミュレーションの
研修を実施した。

▼　各施設で事故・傷病の事例を想定した「事故対応シミュ
レーション研修」を行い、迅速かつ適切に応急処置等ができ
るよう行動力の向上を図った。

▼　中央・西センターに災害時における緊急時飲料提供ベン
ダーの設置を継続した。

▼人事異動に伴う参集施設の見直しを行い、総括課長、館
長は勤務施設に参集するよう適正に配置し、指定避難（西健
康づくりセンター）となる施設への参集職員数を調整した。

▽　健康増進事業 健康増進事業の健康度測定につ
いては、週の実施回数を増やす
他、受診者の利便性向上をはか
るため、午後からの受付枠を設け
る、日曜日に開催するなど測定を
希望する方が受診しやすい枠組
みとなるよう設定した。
特に、重視する対象者と健康度測
定受診者の増加は前指定期間か
らの継続的な課題と捉え、組織的
に医療機関との連携強化や各種
PR活動に積極的に取組み、対象
者への意欲喚起を行った他、昨年
度から実施している教室受講者の
健康度測定への利用促進、受診
者増を図るための教室受講料の
割引などは継続実施した。
そのことに加え、中央センターが
工事休館から再開となったこと
で、健康度測定の各コースと体力
測定、すべてで受診者数が昨年
度に比べて増加した。特に健康度
測定の一般コースは昨年度比150
％となった。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

各事業の計画・実施
は、「管理業務仕様
書」に基づき実施され
ている。
健康度測定や体力測
定では、前年度を上
回る利用者数となって
おり、受診勧奨や利
用促進の取組の効果
が現れている。
また、健康づくりセン
ターのPRを目的に、多
くの方が集まるイベン
ト会場などでの広報・
周知活動を積極的に
行っていることや、市
内体育館を利用した
健康サポート教室を実
施していることについ
て評価できる。

▼　健康度測定「簡易コース」の午後受付枠を設け、利便性
の向上を図った。

▼　健診日を日曜日に設け、受診機会の拡充を図った。

▼　医療機関などへ健康度測定や健康づくりセンターについ
てまとめたリーフレットや資料を郵送したほか、直接訪問や
オンラインを活用した広報活動を実施し、連携強化や利用促
進を図った。

▼　災害発生時において迅速に避難誘導対応ができるよう、
各施設で消防・避難訓練を実施した。

（4）事業の
計画・実施
業務

▼　中央センターが改修工事により令和7年4月まで休館と
なったことから、生活習慣病などのリスクのある方や今まで
健康度測定を受けていた方が、安全に運動を実践するため
の検査や測定を継続して受診できるように、西センターで実
施した。5月からの中央センター再開に伴い、実施場所を中
央センターに戻した。

▼　中央・西センターで、健康度測定（一般コース、簡易コー
ス）と体力測定コースを実施し、結果に基づき医師、保健師、
管理栄養士、理学療法士、健康運動指導士による指導を
行った。
また、特定健診受診時に健康度測定を受診できるよう「特定
簡易コース」を設け、要求水準以上に受診者の利便性を向
上する取組みを行った。
なお、体力測定の受付に際しては、リスクのある方や重視す
る対象に該当する方に対しては、健康度測定の受診を勧め
ている。
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▼　健康度測定受診者の運動の習慣化を支援するために、
定期的な運動実施となる教室に「健康度測定受診者割引料
金」の設定した。これにより、運動継続を促すとともに、教室
受講者の健康度測定への利用促進、受診者増を図った。

▼　自動血圧計を設置し、運動前の体調チェックを奨励する
など日ごろから利用者自身の健康管理と事故防止について
関心が持てるよう環境を整えた。

（単位：人）

施設 事業名 R６ R７ 前年比

中
央
・
西

健康度
測定

一般 36 54 150.0%

簡易 921 945 102.6%

特定簡易 197 226 114.7%

体力測定 26 35 134.6%

※健康度測定受診者の82.3％が重視する対象者

▽　利用促進事業

▼　医療機関からの診療情報提供書（札幌市経由）や利用
連絡票の提供による利用促進については、各機関へ事業内
容の周知強化を図り、医療機関からの紹介件数が増加し
た。また、利用・受診希望者で主治医の運動可否確認が必
要な方には受診者経由で主治医に利用連絡票発行を依頼
する取組みも行った。

▼　中央センター・西センターのホームページで医療関係者
向けに、「札幌市健康づくりセンター利用促進事業」の概要
などを掲載する他、利用連絡票、ポスター・リーフレットなど
は随時ダウンロード可能とし、医療関係者へ向けての周知・
啓発活動を推進した。

▼　運動継続の意欲喚起を目的に、重視する対象者全員に
対して健康度測定受診から6か月後に中間測定（体重、腹
囲、血圧）を行い、健康運動指導士などから測定結果に応じ
た指導を実施した。

▽　運動指導事業 西センターが９月中旬から工事休
館となったが、中央センターが工
事休館から再開した影響もあり、
３センター合計の自主利用人数は
昨年度比で106.2％と増加した。
自由参加プログラム参加者も
130.5％と増加した。
重視する対象者の利用は、運動
記録ノートを活用して継続支援で
きる環境を整えたり、理学療法士
による運動器疾患に対する改善
方法など支援強化を継続し、前年
度比104.1％の増加となった。

▼　各施設で自主的な健康づくり活動を推進するため、ト
レーニング機器の使用方法や運動に関するアドバイスなど、
自主利用者指導を健康運動指導士などの資格を有する職員
が行った。

▼　運動を安全に行うために、健康づくりセンターの健康運
動指導士が考案した「トレーニング前後のストレッチ」を各セ
ンターのストレッチルームにて放映し、準備体操や整理体操
として実践できる環境を整えた。

▼　各保健センターが主催する生活習慣病予防教室などの
健康づくりに関する事業に中央・西センターの運動指導員を
派遣し、集団的運動の実践指導を行った。

▼　健康度測定、体力測定受診者に測定結果に基づき、運
動プログラムを作成し、個別運動指導を行った。
重視する対象者には、運動や体調などを記録する他、担当
者とのコミュニケーションツールとして個別ノートを活用し、運
動の継続支援を行った。
また、重視する対象者で運動器疾患を持っている方には理
学療法士からの指導も行うなどして支援強化をした。

▼　各施設でエアロビクスやストレッチなどを集団指導する自
由参加プログラムを開催、指導した。

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )
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▼　参加者数（単位：人）

施設 事業名 R６ R７ 前年比

自主利用 ― 61,737 －

自由参加 ― 16,753 －

東
自主利用 27,947 30,814 110.3%

自由参加 8,574 10,816 126.1%

西
※

自主利用 101,597 44,970 44.3%

自由参加 21,221 11,299 53.2%

※　各センター以下の期間、工事休館

中央センター：R7.4.1～4.30

西センター：R7.9.21～R8.3.31

▼　自主利用者のうち重視する対象者（単位：人）

区分 R６ R７ 前年比

対象者人数 1,744 1,858 106.5%

利用人数 64,985 67,644 104.1%

▼　運動指導員派遣（単位：回）

事業名 R６ R７ 前年比

保健センターへの派遣 18 25 138.9%

▽　利用勧奨事業 重視する対象者が長期未利用者
とならないよう、1か月利用がない
時点で、電話やメールにより再度
の来館を促した。

▼　健康度測定及び個別運動指導を受けた後、健康づくりセ
ンターを2か月以上利用していない重視する対象者（長期未
利用者）に対し、担当者から電話などにより再度の来館を促
した。

▽　女性のフレッシュ健診(中央・西センター)　 中央センターが工事休館から再開
しても、日曜日の健診日の設定
や、受付時間の分散など、健診希
望者が受診しやすい環境を継続し
て、より多くの方が受診してもらえ
るように取組んだ結果、前年度比
107.5％と増加した。▼　小さな子どもが側にいても各検査がスムーズに受診でき

るよう、看護師・保健師がサポートするなど、育児期間中の
方でも安心して受診ができるように受診環境を整えた。

▼　健診日を日曜日（3月）に設け、また、女性の健康週間に
合わせ「女性のフレッシュ健診3DAYS」（3/13～15）を実施
するなど、受診機会の拡充を図った。　

▼　女性のフレッシュ健診の血液検査における糖尿病の指
標となる血糖項目に加え、「糖尿病診断ガイドラインで示され
ているHbA1c（NGSP)項目」を希望制の追加オプションとして
実施した。

▼　受診者数

区分 R６ R７ 　前年比

回数（回） 48 47 97.9%

受診者数（人） 585 629 107.5%

※中央センターの工事休館期間は、西センターで実施

中
央
※

▼　受診機会の少ない18歳から39歳までの女性を対象に一
般的健康診断の他、骨粗しょう症検診も併せて行った。
また、健診の申込みにあたっては、市民の利便性向上を目
的にホームページからの受付を継続実施した。

西センターでの実施においては、使用スペースの制約から
受け入れ人数を減らすなど実施規模を縮小せざるを得なかっ
たが、受付時間の分散、検査動線や検査手順等を見直し、
少しでも多くの方が受診できるように努めた。
中央センター再開後も、受診者の生活スタイルに合わせた
時間を選べるように受付時間の分散は継続して、少しでも多
くの方が受診できるように努めた。

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

) )

( ) ( )

( ) ( )
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▽　健康増進に関する情報の収集、提供

▼　普及啓発事業
センターを設置していない区において広報活動や普及啓発イ
ベントを実施し、健康度測定の受診や運動フロアの利用促進
を図った。

▼　健康度測定の受診メリットや健康づくりセンターの役割
や機能についてまとめたリーフレットや資料を作成し医療機
関に周知した。また、一部の医療機関に対しては直接訪問
やオンラインを活用しての普及啓発活動も行った。

▼　新規の重視する対象者を発掘するために、各区で健康
度測定のメリットや健康づくりセンターの意義について直接
説明する機会を設けて、健康度測定や運動フロアの利用促
進を図った。

▼　ホームページの運営・図書等の整備
健康づくりセンターの紹介やイベント案内などをホームページ
へ掲載、健診予約システムなどWebサイトの運営によるイン
ターネットからの申し込み受付を行った。また、健康に関する
図書や文献などを用意し、市民への情報提供を行った。

▼　刊行物の発行
健康づくりセンターの利用促進及び健康に関する情報を発信
するため、月別利用予定表を発行し、利用者などへ配布し
た。

▼　予約システムにより収集する個人情報について、札幌市
個人情報保護条例及び当協会が定める「個人情報の保護に
関する細則」の規程に基づき適正に管理した。

▼　健康講座や教室情報をはじめ、社会イベントに合わせた
情報などを協会公式LINEやInstagramで毎月配信し、市民へ
の情報提供を行った。

▽　各種相談事業（中央）

▼　中央センターで、市民の健康増進に資するため、利用者
などに対して健康づくりや食生活に関する保健・栄養相談と
指導を行った。

▼　相談者数（単位：人）

区分 R６ R７ 　前年比

保健指導 1,137 1,254 110.3%

栄養指導 1,188 1,283 108.0%

理学療法士による
評価・相談

1,134 1,209 106.6%

計 3,459 3,746 108.3%

▽　地域における自主活動への支援等　　　　　　　　　　

▼　地域の町内会や老人クラブ等の地域組織、自主的に健
康づくりに取り組んでいる団体に運動指導員などが出向き、
団体の自主活動が円滑に行えるよう、人材育成を支援する
講習会を実施した。
講習会では簡単なストレッチや筋力トレーニングの指導ポイ
ントを中心に講習した。
計４回　（計４９名）

▽　調査研究事業　　　　　　　　　　

▼　継続的な健康度測定（メディカルチェック）の有用性検証
や、高齢者の運動誘発性不整脈、「女性のフレッシュ健診」
受診者のロコモティブシンドロームに関する調査研究計画を
策定し、次年度以降の本格実施に向け、令和８年度におけ
る倫理審査委員会の審議・承認、ならびに安全な測定環境
の整備とデータ管理体制の構築に向けた準備を進めた。

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )
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▽　インターネットを活用した事業　　　　　　　　　

▼　センター設置区外の住民を含め、より広く継続的な健康
づくり活動の実践の場を提供するため、健康運動指導士によ
る動画を作成し配信を行った。
・「座位ストレッチ」
・「転倒予防トレーニング（座位編）」

▽　受託事業　　　　　　　　　

▼　札幌市から施設の設置目的の達成のため、指定管理業
務に関連する特定健康診査や各種検診、特定保健指導など
の業務を受託し、市民の健康増進につなげた。

▽　施設の利用促進に関する取組 健診事業を受診しやすいように受
診枠の拡大とコースの増設を継続
して実施したことに加え、イベント
や体験会の実施を協会公式LINE
やInstagram等のSNSなどを積極
的に活用して広く周知した。

▼　健康度測定の簡易コースは他のコースと比較して安価
かつ短時間で受診できるため、受診者が多くなっている。高
いニーズに応えるため、午前コースの拡充に加え、午後コー
スの増設を行い、利用促進を図った。

▼　自主事業の運動教室の受講料支払方法について、納入
手続きのための来館が不要となることや受付窓口の混雑緩
和、利用者の利便性向上を目的として、WEB 決済（クレジッ
トカード決済・コンビニ決済）を導入し利便性向上に努めてい
る。

▼　運動プログラム体験や各種測定（体成分・脚筋力）、運
動指導員による講話など、健康増進をテーマに様々な体験
ができる健康づくりセンターフェスタを開催した。

▼　「高血圧の日」「理学療法士の日」「世界糖尿病デー」な
どの啓発活動の日に合わせて、健康づくりセンターにて専門
職員が無料健康講座を実施した。

▼　健康度測定受診者増加のため、各種イベントに出向き、
直接、測定内容の説明やキャンペーンを行うなど様々な取組
みを行った。
また、今年度もさぽーとさっぽろ（札幌市中小企業共済セン
ター）の助成事業として「健康度測定」を受診できるようにし
た。

▼　女性のフレッシュ健診は、毎週火曜日に開催している
が、3月の女性の健康づくり習慣にちなんで日曜日に１回実
施し、受診者の利便性向上を図った。また、「女性のフレッ
シュ健診3DAYS」（3/14～16）を実施するなど、受診機会の
拡充を図った。

▼　供用時間外の拡大
①各センター（中央・西・東）、運動フロアの利用開始時間を
30分早めて開館し、健康づくりに関する情報提供や測定・運
動体験などを行うことで、市民の利便性やサービスの向上を
図った。
②健診フロアの利便性向上を目的とした8時30分からの開館
（中央・西センター）
③健康度測定の日曜実施による開館（中央センター）
④女性のフレッシュ健診の日曜実施による開館（中央セン
ター）
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▼　健康づくりセンターで実施している健康増進事業や運動
指導事業のPRを目的に、多くの方が集まるイベント会場など
での広報・周知活動を行った。
実施したイベント
①Cスポーツパーティ　
②シニアワーキングさっぽろ（北ガスアリーナ、北区体育館・
白石区体育館）
③リレーマラソン
④札幌マラソン大会　会場PRブース
⑤西健康づくりセンターフェスタ2025
⑥エリアヘルス（コ）ラボ
⑦ウェルネス何スル？in無印良品

▼　ホームページにおいて、障がいの有無や年齢によらず、
誰もが気軽に問合せが行えるよう、全ページにお問い合せ
メールフォームを配置し、寄せられたメールは7日以内に回答
することにより、利用者の利便性の向上を図った。

▼　インターネットを活用した事業
センター設置区外の住民を含め、より広く継続的な健康づく
り活動の実践の場を提供するために、健康運動指導士等に
よる動画配信を行った。
・座位ストレッチ
・転倒予防トレーニング（座位編）

▼　市内体育館を利用した健康サポート教室
センター設置区外の体育館を利用している高齢者やスポー
ツ競技者を対象に、運動・スポーツを長く元気に継続できるよ
うに健康サポート教室を昨年度に引き続き実施した。
「ひざの運動教室」（厚別区体育館）

▼　市内体育館を利用した健康づくりイベント
センター設置区外の市民に向けて健康に役立つ情報提供、
健康増進や健康寿命延伸の普及啓発と健康づくりセンター
や健康度測定についてのPRを目的とした健康イベントを白石
区体育館と厚別区体育館で実施した。

（5）施設利
用に関する
業務

▽　利用件数等 中央センターが再開した影響もあ
り、3センター合計での利用人数
が増加した。
休館の影響がない東センターで比
較すると毎年利用人数は増加を
続けている。
令和7年度に休館があった中央・
西センターでは、中島体育セン
ターと西区体育館と調整をし、健
康サポート教室を実施することで、
利用者が運動を継続してできるよ
うな環境を整えた。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

 ▼　利用件数（単位：人） 利用件数について
は、休館の影響があ
るが、使用承認に関
する業務については、
条例、施行規則、要
領に基づいて適正に
行われている。

区　分 R５実績 R６実績 R７実績

中央センター 1 44,761 0 93,191

東センター 34,791 35,527 39,274

西センター※2 121,217 138,891 61,371

合　計 200,769 174,418 193,836

※1　中央センターは改修工事によりR5.10～R7.4まで休館

※2　西センターはR7.9.21から改修工事により休館

▽　受付業務

▼　各施設を訪れる全ての利用者が安全で快適に利用して
いただけるよう、定期的に受付スタッフに対して接遇研修を
行い、良好なサービスを提供した。

▼　各施設の利用者が円滑に利用いただけるよう、動線に
配意したサインの設置を行うとともに、バリアフリーを念頭に
受付カウンターに老眼鏡配置、筆談対応の措置を講じた。ま
た、初めて来館された方に対してもわかりやすく説明するとと
もに、各種事業案内のチラシや利用案内リーフレットをロビー
などに配架した。

※ ( )

( )

( )

( )
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▼健康度測定の概要や受診の流れ、減免制度の説明につ
いて理解を深めていただけるよう、よりわかりやすい大型の
案内板を掲示した。

▽　使用承認に関する業務

▼　各施設は、職員のOJTを通じて条例、規則、要領、関係
法令を理解し、全ての利用者に対して、平等利用を確保し
た。

▼　札幌市健康づくりセンター条例及び施行規則に基づき、
適正に使用の承認などの手続きを行った。
また、利用料の減免について、同条例、施行規則、使用料
減免要綱取扱要領に基づき、行政執行代理者として、適正
な手続きを行った。

▼　施設責任者は、北海道公安委員会主催の「不当要求防
止責任者講習」を受講し、不当要求防止責任者として選任す
るなど、暴力団を始めとした反社会勢力の活動阻止に努め
た。

（6）付随業
務

▽　広報業務 ホームページのウェブアクセシビリ
ティ確保については、日本工業規
格「JIS X 8341-3：2016」の適合
レベルAAに準拠していることを試
験により確認し、その評価結果を
ホームページで公開した。
また、ホームページの更新責任者
と担当者を選任し、ウェブアクセシ
ビリティ研修会を実施するなど適
正に取組んだ。
併せて、協会公式LINEや
Instagram等のSNS、フリーペー
パー、回覧板など様々な媒体を使
用して健康づくりに関する情報提
供をした。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

▼　ホームページは、アクセシビリティ、ユニバーサルデザイ
ンの考え方に基づき管理し、総務省作成の「みんなの公共
サイト運用ガイドライン」を参考に取組を実施した。

各種メディアやSNSを
通した幅広い広報活
動の取組やウェブアク
セシビリティ確保に努
めており、評価でき
る。

▼　閲覧者がホームページ上から施設の利用方法やページ
についての問い合せを容易にできるよう、電話番号の他、各
ページに問い合せフォームを設置し、必要事項を記載するだ
けで送信することができるよう配慮した。
ホームページから各施設担当者のグループウェアに直接お
問合せメールが送信され、全てのお問合せに対し7日以内に
回答できるよう対応した。
・問合せ件数総数：R７年度788件

▼　JIS X 8341-3 の改正、障害者差別解消法施行を遵守
し、ウェブアクセシビリティ方針をホームページに公開すると
ともに、JIS X 8341-3:2016の適合レベルＡＡの準拠への取
組を実施した。
・ページ作成時ルールを徹底するため、各施設にホームペー
ジの更新責任者（館長）と担当者を選任。
・ホームページ保守委託事業者との協力体制を構築し、専門
的な知識や技術についての情報を収集。
・HPアクセス報告会、ウェブアクセシビリティ意見交換の実施
（7/18開催）
・HPアクセス数：6,633,314

▼　ウェブアクセシビリティ基盤委員会※が示す「JIS X
8341-3:2016 試験実施ガイドライン 2016 年3月版」に基づ
き、1年に1 回試験の実施し、適合レベルAA に準拠している
ことを確認し、ホームページに公開した。
・試験年月日：2026年3月31日
・試験の要件：当協会公式ホームページである
https://www.shsf.jp/ および配下のCMS（コンテンツマネジメ
ントシステム）で作成し、管理するもの。（代表するウェブペー
ジ：15ページ、ランダム抽出：25ページ）
・達成した等級：AA

▼　ホームページの作成にあたっては、「札幌市公式ホーム
ページガイドライン」及び、当協会のウェブアクセシビリティガ
イドライン基づき対応し、新規ページについてはJIS X
8341-3:2016の適合レベルＡＡに準拠した。

▼　協会公式LINEやInstagram等のSNSを利用して教室情報
や健康に関する情報など多くの情報を積極的に提供した。
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▼　各種案内の配布
施設利用案内や教室募集のチラシを定期的に作成し、利用
者が入手しやすいよう市役所関連施設などにおいて配布す
るとともに、各種広告媒体を活用し、施設のPRや情報提供を
積極的に行った。

【主な取組実績】

〇音声コンテンツ（YouTube、spotify）を活用した協会PR
〇広報さっぽろ地上デジタルテレビのデータ放送、札幌市イ
ベント情報誌、札幌市公式LINEへ教室情報を掲載
〇町内会回覧板の活用
〇札幌市スポーツ協会公式LINE及びInstagramへ教室情報
を掲載
〇フリーペーパーへ全施設一斉教室募集情報掲載
〇市内小学校及び幼稚園等に教室募集要項を配布
○職員採用募集情報掲載（ハローワーク、ジョブキタ、バイト
ル、マイナビ、タウンワーク他）
○協会カレンダーの発行

▽　その他管理運営業務に付随する一切の業務 さっぽろグローバルスポーツコミッ
ションの事務局として管理施設を
活用した大会・合宿誘致の活動を
推進した。

▼　「さっぽろグローバルスポーツコミッション」の事務局機能
を担当し、契約職員（専門員）2名を配属するとともに、施設を
活用した大会・合宿誘致の活動などを推進した。

▽　引継ぎ業務

（前回から継続指定のため、引継業務なし）

▽　自主事業 中央センターが再開した影響もあ
り、3センター合計での利用人数
が増加した。
休館の影響がない東センターで比
較すると毎年利用人数は増加を
続けている。
令和7年度に休館があった中央・
西センターでは、中島体育セン
ターと西区体育館と調整をし、健
康サポート教室を実施することで、
利用者が運動を継続してできるよ
うな環境を整えた。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

▼　自主事業実施状況 施設休館時には他施
設で運動教室を実施
するなど定期的な運
動継続につなげる取
組を行っている。
物品購入等では原則
として市内企業を活用
している他、障がい者
スポーツ団体が運営
する普及事業に携わ
るなど福祉施策への
配慮が見られる。
新たに札幌市のウェ
ルネスの企画との連
携によるPRを実施して
いることも評価でき
る。

区分 R6 R7 前年比

運動教室
等

事業数（件） 358 437 122.1%

参加者数（人） 6,271 7,399 118.0%

派遣事業
事業数（件） 9 13 144.4%

参加者数（人） 546 652 119.4%

健診事業 健診人数（人） 716 783 109.4%

※　中央センターの工事休館：令和７年４月1日～令和７年４月30日

　　　西センターの工事休館：令和７年９月21日～令和８年3月31日

▼　運動教室に健康度測定受診者の割引料金を設定することで、健康
度測定受診への誘因とする取組みを行い、自主事業と連動した指定管
理事業を補完する取組みを行った。

▼　健康度測定の受診者を対象とした、運動効果などの確認ためのフォ
ローアップ健診や各種検査など、指定管理事業を補完、付加するため
の健診事業を実施した。

▼　各施設で重視する対象者への健康状態の維持・回復・向上までを
支援することを目的に、運動習慣のない方の定期的な運動実施につな
がる低体力者を対象とした「リハビリ専門家の体力回復教室」や「サル
コペニア予防教室」、高齢者を対象とした「高齢者のための体力づくり教
室」の拡充を図るなど、介護予防事業の推進や健康講座などの事業を
実施した。
また、重視する対象者が運動を継続して実施できるように、中央セン
ターの休館期間中は中島体育センター、西センターが休館期間中は西
区体育館にて事業を実施した。

２　自主事業その他

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )
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▼　「認知症予防講座」「正しい姿勢でウォーキング ～姿勢の基本から
見直そう～ 」「食べて運動！フレイル予防講座 ～たんぱく質のとり方を
学ぼう～ 」など医師・理学療法士・管理栄養士・保健師による講話と運
動実践を組み合わせて、健康づくり活動に対する動機づけとなる各種健
康講座を中央・東センターで実施した。
また、特定保健指導やEメール相談などの各種事業を実施した。

▼　各施設で教室の募集ごとに要項、ポスターを作成するとともに、新
聞折込チラシ、ホームページなど、広く市民の目に触れる方法で周知、
参加の機会を提供した。
また、協会公式LINEやInstagram等のSNSを利用して多くの情報を提供
した。

▼　運動サポート事業として、脚筋力や体組成の測定を実施し、運動効
果を確認した。

▼　教室、イベントなどの自主事業参加者に事故・怪我が発生した場合
は、施設管理の瑕疵に伴う施設賠償責任保険と併せて、当協会独自の
お見舞い制度（傷害見舞金給付事業）を適用する体制を整備した。（入
院：日額1,500円、通院：日額1,000円）

▼　シニア向けに軽スポーツやフィットネス、文化教室などの多様なプロ
グラムを通じて、健康に関する知識や実践力を身に付けるきっかけとな
り、健康寿命を延ばし充実生活を送れるようにすることを目的とした多種
目体験事業を実施した。

▼　自主事業の収支については、指定管理業務に関する収支と区分し
て経理し、さらに教室、イベントなどの事業部門と販売などの収益部門
で区分した。
また、明確に区分できない人件費や当協会本部機能などの管理経費に
ついては、各事業の規模に応じて適正に配分して経理した。

▼　センター設置区外である厚別区体育館を利用する高齢者が元気に
長く運動を実施できるように、健康サポート教室（ひざの運動教室）を実
施し、新たなニーズの掘り起こしと健康づくりセンターの認知度上昇、健
康度測定受診者の拡大を図った。

▼　企業から依頼を受け、保健師や運動指導員が企業に出向いて健康
についての講話やオフィスでできる運動方法を指導を行い、企業の健康
経営サポートをおこなった。（2社3回）

▼　センター設置区外のスポーツ施設で健康づくりイベントを実施し、よ
り多くの市民の方が健康で生活できるように支援するとともに、施設PR
などを実施し、普及啓発および健康づくりセンターのPRを行った。

▼　札幌駅前通地下歩行空間（チ・カ・ホ）で実施された複合イベント「エ
リアヘルス（コ）ラボ」にブース出展し、体成分測定や握力、長座位体前
屈などの身体測定ラボを実施したほか、施設PR、利用案内などを実施
し、普及啓発および健康づくりセンターのPRを行った。

▼　無印良品札幌パルコと札幌市が主催している「１アクションからはじ
めよう。ウェルネス何スル？ in 無印良品」にて、「肩こり解消ストレッチ
＆筋トレ体験」、「筋力＆バランス測定」や簡単な運動アドバイスを実施
したほか、施設PR、利用案内などを実施し、普及啓発および健康づくり
センターのPRを行った。

▼　健康づくりセンター専門職員が担当する健康サポート教室では、ライ
フステージや目的・ニーズに応じた教室を実施した。
①運動器疾患別予防：「腰痛予防運動教室」「ひざの機能アップ教室」
など
②介護予防：「高齢者のための筋トレ教室」「高齢者のための体力づくり
教室」など
③運動習慣化：「初めての筋活教室」「生活習慣改善運動教室」など
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▼　札幌市が主催する「さっぽろウェルネス★スタートプログラム」として
市民が健康行動を継続するきっかけづくりとなるよう「栄養」「ストレス解
消」「運動実践」などを組み合わせた内容のプログラムで健康・運動の
習慣化を目的に実施した。
・体験☆フィットネス
・正月太り、吹っ飛ばせ！

▼　社会イベントに合わせた健康講話やイベントを実施することで、健康
づくりに関する普及啓発をおこなった。また、市内スポーツ施設に普及啓
発のポスターを掲示することで、より多くの市民に向けた健康づくりに対
する普及啓発と施設PRをおこなった。
【対象社会イベント】
高血圧の日（5/17）、理学療法の日（7/17）、栄養の日（8/4）、世界糖
尿病デー（11/14）

▼　環境省の熱中症予防サイトで発表されるWBGT予測値を用いて、当
協会で休講判断基準を設け、受講者や指導者が安心して教室に参加
できる環境を整えた。

▼　札幌からのオリンピアン輩出を目指した「さっぽろジュニアアスリート
発掘・育成事業」を、スノーボード、カーリング、スキージャンプ、ノル
ディック複合、フリースタイルスキーをはじめ、陸上、テニス、バドミントン
の8種目において実施し、日常のトレーニングや合同研修会を行うととも
に、1月12日 にスポーツ能力測定会を行った。

▼　公認初級パラスポーツ指導員29名、公認中級パラスポーツ指導員9
名の有資格者を含めた職員が障がい者スポーツ団体が運営する普及
事業に携わった。

▽　市内企業等の活用、福祉施策への配慮等 特殊な条件の物件を除き、札幌市
登録事業者への発注を基本とし、
市内企業の活用に大きく貢献し
た。
札幌市が推進する福祉施策及び
障がい者スポーツの普及促進に
対して、組織的に積極的に取組ん
でいる。

【市内企業等の活用】

▼　物品購入・修繕・役務契約などは、特殊なものを除き、札幌市登録
事業者を中心に約75.6%を市内企業へ発注した。

【福祉施策への配慮】

▼　クリーニング、除草業務やリサイクル石鹸などの物品調達などで障
がい者就労施設等に発注し、福祉団体の活用を図った。

【障がい者スポーツ普及促進の取組】

①　「一般社団法人札幌市障がい者スポーツ協会」の役員（理事）に理
事長が、顧問に会長が就任し、障がい者のスポーツ環境整備に取り組
んだ。

②　札幌市における障がい者スポーツの取組みを検討するため、理事
が「札幌市障がい者スポーツ普及促進協議会」の委員に就任し、年3回
の協議会に出席した。

▼　総括課長が「障害者職業生活相談員資格認定講習」を修了してお
り、職業生活全般における相談・指導を行う体制を整えた。

▽　利用者アンケートの結果 アンケート結果は、市の定める目
標水準（80％）に対し、すべての
項目（条件、案内、器具、環境、
接遇）において大幅に上回ってお
り、利用者からの高い満足度を得
ている。
また、利用者からの、ご意見・要
望を、施設の運営に反映させ、利
用者の更なる満足度の向上を
図った。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

実施方
法

実施期間：令和７年９月３日～９月28日
　　　　　　　令和８年１月４日～２月18日
実施場所：健康づくりセンター3施設
実施方法：質問形式（一部記述式）、施設の利用時間を3区
分（午前・午後・夜間）に設定し、利用形態に偏りがないよう
に考慮。
回答者数：755件(中央：285件、西：207件、東：263件)
（要求水準は、回答者数500件以上）

利用者アンケートや意
見・要望の収集を継続
して行っており、利用
者満足度調査での各
種項目の満足度は高
く、利用者からの要望
に対しても素早く対応
しており、評価でき
る。

３　利用者の満足度
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結果概
要

利用者の総合満足度は要求水準の目標80％に対し99.4％
であった。
職員の接遇に関する満足度（迅速さ、親切さ、専門知識な
ど）は要求水準の目標80％に対し、99.8％であり健康づくり
センター全体として管理水準の維持向上が図られている。

利用者
からの
意見・
要望と
その対
応

▼　中央センター
【ご意見】
ストレッチルームのエアコンが効きすぎているので、もう少し
温度を上げてほしい。
【対応】
職員巡回時に室温を確認するようにして、室内が適温になる
ように気を付けた。

▼　西センター
【要望】
 室内（施設）の曲をJ-POP、K-POPも加えて欲しい
【対応】
 館内のBGMを洋楽だけでなく、J-POPやK-POP等も含めた
チャンネルを選択するよう対応した。

▽　収支 （千円） 中央センター再開にあわせた広報
活動やSNSでの情報発信、各機
関への事業内容の周知強化をし
たことにより、計画よりも測定料収
入が増加したため、利用料金収入
が増加した。
指定管理業務支出は検査用消耗
品の価格上昇や中央センターの
再開にあわせて、職員でカーペッ
トの張替えや壁の塗り替えなどを
行ったため、計画よりも支出が増
加した。
自主事業に関しては計画していた
が受講生が集まらず中止となった
教室があったため、収入・支出とも
に計画より減少した。
計画よりも収支改善をすることが
できたが、計画時の赤字を黒字転
換することはできなかった。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

項目 R7計画 R7決算
差

（決算-計画）
施設休館により大幅
に減収することなく、
様々な工夫により収
入を維持できている。
各種イベントの実施や
ウェルネスイベントへ
の参加などが健康づく
りセンターのＰＲとセン
ターの利用促進につ
ながっていると考えら
れるため、更に工夫し
て取り組むことで利用
者数の増加に寄与す
ると考えられる。

収入 204,716 227,866 23,150

142,102 172,738 30,636

指定管理費 106,351 131,886 25,535

利用料金 35,751 40,852 5,101

その他 0 0 0

自主事業収入 62,614 55,128 ▲ 7,486

支出 234,567 232,196 ▲ 2,371

指定管理業務
支出

164,002 173,958 9,956

自主事業支出 70,565 58,238 ▲ 12,327

収入-支出 ▲ 29,851 ▲ 4,330 25,521

利益還元 0 0 0

法人税等 27 25 ▲ 2

純利益 ▲ 29,878 ▲ 4,355 25,523

▽　説明

▼　利用料金は、中央健康づくりセンターの一般利用が増加し、計画を
上回り増収となった。

▼　自主事業収入は、受講者数が計画を下回り減収となった。

▼　指定管理業務支出については、消耗品費が計画を上回った。

▼　自主事業支出は、教室の中止が多くあり、それに掛かる経費が減
少したため計画を下回った。

指定管理業務収入

４　収支状況
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＜確認項目＞　※評価項目ではありません。

【指定管理者の自己評価】

総合評価 次年度以降の重点取組事項

【所管局の評価】

総合評価 改善指導・指示事項

▽　安定経営能力の維持 適 不適

指定管理事業及び各種自主事業の実施により、安定的・継続的に収益
を確保している。
また、流動比率が222.3%、自己資本比率は53.9％となっており、安定的
な経営に資する財源を有している。

自己資本比率が例年
５０％前後であり、安
定的な経営能力を維
持していると言える。

▽　個人情報保護条例、情報公開条例、行政手続条例、オンブズマン条例
及び暴力団の排除の推進に関する条例への対応

適 不適

個人情報保護や情報
公開等に関する規程
類を定めており、適切
に対応している。

▼　個人情報は、協会の「保護方針・及び保護に関する規程及び特定
個人情報取扱規程」に基づき、階層別研修においてリスクマネジメント
に関連した、ソーシャルメディアリスクへの予防対策や、 利用上の注意
なども踏まえ各職員へ取扱いの徹底を図った。情報公開条例等に関し
ても、指定管理者としての役割や義務を十分に認識し、すべて規定の
手続きに基づき適切に対応した。

▼　協定に関する契約（第三者への委託、物品調達等）について、暴力
団員や暴力団関係事業者を相手に契約を行わなかった。

令和7年度は中央センターと西センターで改修工事に伴う休
館期間があったが、各センターの利用者が同一区内で継続
して運動を続けられる環境を提供するため、中島体育セン
ターと西区体育館で健康サポート教室などを実施した。
健診事業においても、西センターから中央センターへの移転
に伴う休診期間はあったものの、広報活動の強化やセン
ター設置区外の体育館を利用した健康サポート事業の実施
により、新規受診者の開拓につながり、受診者は前年度を
上回った。また、これらの取組の結果、３センター全体の利
用者についても前年度を上回った。

西センターの利用再開に向け、休館中における継続的な運動環境の提供に
引き続き努めるとともに、利用者が安全・安心に施設を利用できるよう着実
に受け入れ準備を進める。
また、従来の利用者の速やかな利用再開を促進するため、再開記念イベン
トの開催やホームページ等を活用した周知を実施する。さらに、健康づくりセ
ンター３館の認知度向上や新規利用者の獲得・定着を目指し、イベントでの
PRやSNSを活用した積極的な情報発信など、広報の強化を図る。

保全改修工事を終えた中央健康づくりセンターの運営が再
開され、東・西センターを含めた3施設において、滞りなく円
滑な施設運営が行われたことを評価する。
令和7年4月1日からの施設利用料金の改定に際しても、前
年度からの徹底した事前周知により、大きな混乱を招くこと
なく適切な利用者対応と運営への移行がなされた点は評価
できる。
また、センター外での施設のPRやSNS等を活用した広報活
動により、利用促進に繋げていることが伺える。
以上のことなどから、指定管理者として市の基本方針に沿っ
た管理運営が行われていると総合的に評価する。

利用者が安全・安心に施設の利用ができるように、引き続き適切な管理運
営を行うとともに、西センター再開に向けて着実に準備を進めること。
各種媒体の積極的な活用に加え、関係機関・団体と連携した広報活動をよ
り一層強化し、これまで施設を利用したことのない層への認知度向上を図る
ことで、確実な新規利用者増につなげること。
さらに、施設機能の戦略的活用・強化を念頭に、スポーツ施設をはじめとし
た市有施設の活用や相互連携などを見据えること。

Ⅲ　総合評価


